
有効期間満了日 令和６年３月３１日

熊警第５６４号

令和２年５月１９日

熊本県警察会計年度任用職員の任用等に関する取扱いについて（通達）

見出しのことについては、「熊本県警察会計年度任用職員任用等取扱要領の制定につい

て（通達）」（令和２年３月２４日付け熊警第３３３号）に基づき、運用しているところ

であるが、会計年度任用職員に適用する一部の特別休暇（無給）を有給として取り扱うこ

ととし、別添「熊本県警察会計年度任用職員任用等取扱要領」を定めて運用するので、事

務処理上誤りのないようにされたい。

なお、前記通達は廃止する。



熊本県警察会計年度任用職員任用等取扱要領

（目的）

第１条 この要領は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）第

２２条の２に規定する会計年度任用職員の任用及び勤務条件等に関し必要な事項を定め

ることを目的とする。

（任用期間）

第２条 会計年度任用職員の任用期間は、１会計年度（４月１日から翌年３月３１日まで

をいう。）以内とする。

（任用方法）

第３条 会計年度任用職員は、熊本県職員の任用に関する規則（昭和４６年熊本県人事委

員会規則第１０号）第２６条及び第３７条の規定により、職務の遂行に必要な知識及び

技能を有する者のうちから、選考により警察本部長が任命する。

２ 選考は、公募によることとする。

３ 前項の規定に関わらず、次のいずれかに該当するときは、公募によらないことができ

る。

(1) 前年度に設置されていた職に任用されていた者を、引き続き同一の職への任用の選

考の対象とする場合において、能力の実証ができる場合。

(2) 職務の性質から、公募により難いと警察本部警務課長（以下「警務課長」という。）

が認める場合。

４ 前項第１号の規定による公募によらない任用は２回を上限とする。ただし、人材確保

上やむを得ない場合として警務課長が認める場合はこの限りでない。

（任用手続）

第４条 会計年度任用職員の任用手続は、警察本部警務課において行う。

２ 会計年度任用職員に任用しようとする場合は、任用しようとする者に対し、別記様式

第１号により勤務条件を通知しなければならない。

３ 会計年度任用職員を任用する場合は、人事異動通知書（別記様式第２号）を交付しな

ければならない。

（勤務時間及び勤務日数）

第５条 法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員（以下「第１号会計年度任用職員」と

いう。）の勤務時間は、休憩時間を除き、１日につき７時間４５分を上限として、１週間

当たり２９時間を超えない範囲で別に定める。

２ 第１号会計年度任用職員の１月当たりの勤務日数は２０日以内とし、勤務日の割振り

は職務の性質に応じて別に定める。



３ 法第２２条の２第１項第２号に掲げる職員（以下「第２号会計年度任用職員」とい

う。）の勤務時間、週休日及び勤務時間の割振りは、熊本県職員の勤務時間、休暇等に関

する条例（平成７年熊本県条例第１３号。以下「勤務時間条例」という。）に定める常勤

職員の例による。

（休暇の種類）

第６条 会計年度任用職員の休暇は、年次有給休暇、病気休暇、特別休暇、介護休暇及び

介護時間とする。

（年次有給休暇）

第７条 会計年度任用職員には、継続勤務期間ごとにその前の１年間（継続勤務期間１年

目のみ前６月間）の全勤務日の８割以上出勤した場合、週又は１年間の所定勤務日数に

応じて、別表第１に掲げる日数の年次有給休暇を与えるものとする。

２ 全勤務日の８割以上出勤の計算は、勤務すべき日数と現に勤務した日数との割合によ

るものとし、現に勤務した日数には、休暇、法第２８条第２項の規定による休職、法第

２９条第１項の規定による停職及び地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法

律第１１０号）第２条第１項の規定による育児休業の期間を含めるものとする。

３ 第１項の継続勤務期間は、熊本県のいずれかの職に任用された期間を合算した期間と

する。ただし、前職の退職日から１月を超えて次の職に任用された期間がある場合、当

該前職以前の勤務期間は合算しないものとする。

４ 年次有給休暇の単位は、１日又は１時間とする。

５ １時間を単位として使用した年次有給休暇を日に換算する場合は、職員の勤務１日当

たりの平均労働時間数（職員の１週間当たりの労働時間数を１週間当たりの勤務日数で

除して得た時間数とし、当該時間数に１時間未満の端数があるときは、これを切り上げ

て得た時間数）をもって１日とする。

６ 年次有給休暇（この項の規定により繰り越されたものを除く。）は、継続勤務期間に応

じた当該年に請求できるとされている日数を限度として、次の１年間に繰り越すことが

できる。

（病気休暇）

第８条 会計年度任用職員が負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務しないこ

とがやむを得ないと認められる場合は、次の各号に掲げる場合の区分に応じて、当該各

号に定める期間の無給の休暇を与えるものとする。

(1) 会計年度任用職員が公務上の負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務し

ないことがやむを得ないと認められる場合 必要と認められる期間

(2) 会計年度任用職員（６月以上の任期が定められている職員又は６月以上継続勤務し

ている職員（週以外の期間によって勤務日が定められている職員で１年間の勤務日が



４７日以下であるものを除く。）に限る。）が負傷又は疾病のため療養する必要があり、

その勤務しないことがやむを得ないと認められる場合（前号及び別表第５の六及び七

に掲げる場合を除く。） 所定の勤務日数に応じ、一の年度において別表第２に定める

期間

２ 前条第３項の規定は、前項における「継続勤務」について準用する。

（特別休暇）

第９条 会計年度任用職員に別表第３の事由欄に掲げる事由がある場合には、同表の期間

欄に掲げる期間の有給の休暇を与えるものとする。

２ 会計年度任用職員に別表第５の事由欄に掲げる事由がある場合には、同表の期間欄に

掲げる期間の無給の休暇を与えるものとする。

３ 第７条第３項の規定は、前２項における「継続勤務」について準用する。

（介護休暇）

第１０条 勤務時間条例第１５条第１項及び第２項の規定は、会計年度任用職員（同条の

規定の適用があるとしたならば同条第１項に規定する申出の時点において、１週間の勤

務日が３日以上とされている会計年度任用職員又は週以外の期間によって勤務日が定め

られている会計年度任用職員で１年間の勤務日が１２１日以上であるものであって、任

命権者を同じくする職（以下「特定職」という。）に引き続き在職した期間が１年以上で

あり、かつ、当該申出において、熊本県職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成７

年熊本県人事委員会規則第２号）第１４条第３項の規定により指定期間の指定を希望す

る期間の初日から起算して９３日を経過する日から６月を経過する日までに、その任期

（任期が更新される場合にあっては、更新後のもの）が満了すること及び特定職に引き

続き採用されないことが明らかでないものに限る。）の介護休暇について準用する。この

場合において、勤務時間条例第１５条第１項中「６月」とあるのは「９３日」と読み替

えるものとする。

２ 前項に規定する介護休暇は、無給の休暇とする。

（介護時間）

第１１条 勤務時間条例第１５条の２第１項及び第２項の規定は、会計年度任用職員（同

条の規定の適用があるとしたならば初めて同条の休暇の承認を請求する時点において、

１週間の勤務日が３日以上とされている会計年度任用職員又は週以外の期間によって勤

務日が定められている会計年度任用職員で１年間の勤務日が１２１日以上であるもので

あり、かつ、１日につき定められた勤務時間が６時間１５分以上である勤務日があるも

のであって、特定職に引き続き在職した期間が１年以上であるものに限る。）の介護時間

について準用する。この場合において、勤務時間条例第１５条の２第２項中「２時間」

とあるのは「２時間（当該会計年度任用職員について１日につき定められた勤務時間か



ら５時間４５分を減じた時間が２時間を下回る場合は、当該減じた時間）」と読み替え

るものとする。

２ 前項に規定する介護時間は、無給の休暇とする。

（休暇願及び欠勤届）

第１２条 会計年度任用職員は、休暇を得ようとする場合は、休暇簿（年次有給休暇用）

（別記様式第３号）、休暇簿(病気休暇・特別休暇用)（別記様式第３号の２）及び休

暇簿（介護休暇・介護時間用）（別記様式第３号の３）により所属長の決裁を受けな

ければならない。

２ 会計年度任用職員は、欠勤しようとする場合は、欠勤簿（別記様式第４号）により所

属長に届け出なければならない。

（給与の支給）

第１３条 会計年度任用職員の給料、報酬、手当及び費用弁償の額並びにその支給方法は、

熊本県会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年熊本県条例第３号。以下「給

与条例」という。）、熊本県会計年度任用職員の給与等に関する規則（令和元年熊本県人

事委員会規則第６号。以下「給与規則」という。）及びこの要領に定めるところによる。

２ 給与規則第１１条第１項の「任命権者が定める日」及び第２０条第１項の「任命権者

が別に定める日」は、熊本県職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則（昭和３８年熊

本県人事委員会規則第２４号）第１４条に規定する支給日とする。

３ 給与規則第１３条の「任命権者が定める場合」は、第７条第１項に定める年次有給休

暇及び第９条第１項に定める有給の休暇による場合その他その勤務しないことにつき警

察本部長の承認があった場合とする。

４ 給与規則第２４条の「任命権者が定める期日」は、第１号会計年度任用職員が勤務し

た月の翌月の１３日とする。ただし、その日が日曜日、土曜日又は休日に当たるときは、

その日の前において、その日に最も近い日曜日、土曜日又は休日でない日とする。

５ 給与規則第２５条の「任命権者が定める期日」は、熊本県職員等の給料等の支給に関

する規則（昭和２６年熊本県人事委員会規則第７号）第３条に規定する支給定日とする。

６ 第１号会計年度任用職員の報酬は日額とする。

７ 所属長は、会計年度任用職員から申出があった場合、その者に対する給与等の全部又

は一部をその者の預金の口座への振込みの方法によって支払うことができる。

８ 任用された会計年度任用職員（第２号会計年度任用職員を除く。）は、通勤届及び通勤

費用決定簿（別記様式第５号）により、その通勤の実情を速やかに所属長に届け出なけ

ればならない。また、住居、通勤経路若しくは通勤方法を変更し、又は通勤のため負担

する運賃等の額に変更があった場合についても同様とする。

（職務）



第１４条 会計年度任用職員は、所属長の指揮監督を受けて、業務を処理するものとする。

２ 会計年度任用職員の職名及び業務は、警務課長が別に定める。

（服務）

第１５条 会計年度任用職員の服務は、法第３章第６節（服務）及びこれに基づく条例そ

の他別に定めるところによる。ただし、熊本県警察職員の服務に関する訓令（昭和３７

年熊本県警察本部訓令甲第３２号）第６条第２項及び第１２条の規定は、適用を除外す

る。

２ 熊本県警察の職員の服務の宣誓に関する条例（昭和２９年熊本県条例第３１号）第２

条第２項の「別段の定め」は、次に掲げるとおりとする。

(1) 特別職非常勤職員から会計年度任用職員へ移行した場合には、署名をした宣誓書を

提出することで足りるものとすること。

(2) 同一の職員につき再度の任用を行った場合には、先の任用に際して行った服務の宣

誓をもって、これを行ったものとみなすこと。

（人事記録）

第１６条 会計年度任用職員の人事記録の取扱いは、熊本県警察職員の人事記録の取扱い

に関する訓令（平成２０年熊本県警察本部訓令第７号）に定めるところによる。ただし、

同訓令第９条の規定は、適用を除外する。

２ 人事記録は、１会計年度ごとに保管するものとする。

３ 会計年度任用職員の身上等に異動が生じたときは、速やかに身上等異動報告書（別記

様式第６号）により、警務課長に報告するものとする。

（社会保険）

第１７条 会計年度任用職員の社会保険の適用については、地方公務員等共済組合法（昭

和３７年法律第１５２号）、健康保険法（大正１１年法律第７０号）、厚生年金保険法

（昭和２９年法律第１１５号）及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）の定める

ところによる。

（公務災害等補償等）

第１８条 会計年度任用職員の公務上の災害又は通勤による災害に対する補償については、

地方公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号）、労働者災害補償保険法（昭和２

２年法律第５０号）、熊本県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する

条例（昭和４２年熊本県条例第４３号）の定めるところによる。

（健康診断）

第１９条 会計年度任用職員の健康診断については、労働安全衛生法（昭和４７年法律第

５７号）の定めるところによる。

２ 会計年度任用職員が前項の健康診断を受診するときは、法第３５条に規定する職務に



専念する義務を免除するものとする。

（その他）

第２０条 この要領により難い特別の事情がある場合は、警務課長の定めるところによる。

※ 別記様式、別表（略）


